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東日本大震災 
（２０１１年） 

宮城県沖地震 
（１９７８年） 

地震規模 Ｍ９．０ Ｍ７．４ 

津波による浸水面積 ５２㎢ － 

死者・行方不明者 ７３０名 １６名 

避難者数（最大） １０２，４３３名 １，５７４名 

全壊・半壊家屋 ６８，９２０棟 ４，３８５棟 

被害額 １兆３００億円 ２，１００億円 

１．仙台市における東日本大震災の被害状況 
（平成２３年８月上旬） 
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次葉の写真の視線 

南蒲生下水処理場平常時の様子 

２．仙台市の状況  
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大震災当日の様子 

海
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２．仙台市の状況  
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３．仙台市の情報システム・ネットワーク等の対応状況  
３．１ 情報システム・ネットワークの状況 

(1)震災直後 

 ①情報システムセンター内マシンルームのサーバには転倒などの被害なし。 

  （サーバラックの位置ずれ，免震床の破損が若干生じた程度） 

 ②自家発電装置の運転により各システムは正常稼働。 

 ③停電により各庁舎の端末は利用できない状態。 

 

(2)3月11日深夜～12日未明 

 ①全市的に停電状態で復電の見通し立たず。 

  ⇒各システムをシャットダウンし，自家発電機からの電源供給を停止。 

 

(3)3月13日～16日 

 ①情報システムセンター周辺の停電が徐々に回復し始めたため，復電状況を確認 

  しながら各システムの起動・動作確認作業を実施。 

 ②ネットワーク（基幹系，庁内LAN）も順次復旧。 

  （拠点や通信事業者の基地局の復電状況により時期は異なる） 

 ③庁内LANの運用を再開（一部拠点にネットワーク不通箇所あり）。 

  合わせて庁内LAN上で運用するグループウェアの運用を再開。 

 

(4)3月17日～ 

 ①各部署の業務の状況，窓口職員の体制等に応じ，各業務システムのオンライン 

  サービスを順次再開。 
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３．仙台市の情報システム・ネットワーク等の対応状況  

３．２音声系通信網（外線電話，内線電話）の状況 

(1)外線電話 

 ①震災直後から通話は可能 

 （ただし，通信事業者側の通信規制，交換局設備の機能停止等によりつながりにくい 

  状態が続いたほか，震災直後は通話可能でも時間の経過とともに通話不能となった 

  拠点もあった。） 

 

(2)内線電話 

 ①震災直後から通話は可能であったが、一部の拠点で機器のバッテリー切れにより、 

  不通となる。 

 ②復電後、機器等に異常はなかったが，通信事業者の不通により一部の拠点について 

  回復が遅れた。 

 ③主要拠点（本庁舎，区役所，支所）の全てが通信可能となったのは3月21日。 
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３．３ 仙台市公式ホームページ 

 （１）サーバは市内の民間データセンターに設置していたが，災害発生直後、ネット 

   ワークが不通状態となり、東京のデータセンターに仮サーバを立て、暫定サイト 

   を立ち上げた。（3/11・22時） 

 （２）庁内ＬＡＮ復旧後は，公式ホームページに震災関連情報を掲載する特別ページ等 

   を設け，以降も状況の変化に合わせて提供情報を拡充している。 

３．仙台市の情報システム・ネットワーク等の対応状況 

３．４ メール配信サービスの活用 

 （１）被災した市民に対し，ライフライン等に関する迅速・詳細な生活関連情報の提供が 

   必要となったため，市民のニーズや状況の変化に応じて次のような情報を配信。 

   ●給水所（翌日の給水所の場所・時間帯） 

   ●都市ガス開栓作業（翌日の開栓対象地域） 

   ●がれき撤去作業（翌週の作業予定地域） 

 （２）登録アドレス数が、約３千から1万５千に急増。 
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特徴 

戦後最大の人的
被害、物的被害を
もたらした災害 

大規模かつ長期
間な電源喪失及
び通信インフラの
喪失 

津波による行政機
能、情報システム
の喪失 

大震災後の復旧
復興に向けた行政
需要の急増 

課題 

住民、警察、消防への避
難情報の速やかな伝達 

電源と通信の喪失に対
する自治体機能の復旧 

庁舎や職員、書類、デー
タ、情報システムの速や
かな復旧 

震災後、多量に発生す
る罹災証明発行、避難
所運営などへの対応 

解決の方向性 

リアルタイムで潮位変化から、津
波情報を伝える体制、システム 

自家発電装置などの非常時電源
の充実と端末などへの電源供給。 

クラウド及びインターネット網へ
の接続を可能とする通信網の緊
急展開の枠組み整備、研究開発。
→ Ｐ９ 

自治体業務復旧のための緊急展
開の枠組みの整備。→ Ｐ１０ 
 

被災者支援システムのSaaS化 
定期な訓練体制の整備。→ １２ 

災対本部と避難所間などの自治
体内の通信網、情報システム構
築の整備。→ Ｐ１１ 
 

４．自治体ICTの側面から見た東日本大震災 
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４．２．業務復旧のための通信網の緊急展開の枠組みの整備 

北上総合支所 

衛星通信で回線確保 

雄勝総合支所 

衛星通信で回線確保 

 

牡鹿総合支所 

衛星回線で回線確保 

 

桃生総合支所 

河北総合支所 

河南総合支所 

石巻市本庁舎 

石巻市では、庁舎や通信設備が流失した３総合支所との通信を衛星経由で行った。この例では、復旧まで２ヶ月を
要したが、予めこのような仕組みを緊急展開できる枠組みを整備しておけば、極めて短時間での復旧が可能と思わ
れる。また、衛星を介したデータ通信速度の高速化は、必須の開発項目であると思われる。 
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（１）今回、「陸前高田」、「大槌」、「南三陸」、「女川」では、多くの職員が被災するとともに
庁舎及び情報システムが破壊された。仮庁舎の建設や情報システムの復旧に約４ヶ
月要している。 

（２）自治体の庁舎及び情報システムがないことには、地域の復興、被災者支援が 

  効率的に進まない。被災地自治体の職員は、被災した市民への対応で手一杯で 

  庁舎建設、システム構築などを行う余裕はない。 

（３）被災後、一刻も早く、復興を進めるためには、予め訓練を積んだ要員と情報システム
を用意しておく必要がある。 

  要員は、業務全般を支援するもの、庁舎建設を支援するもの、情報システムを構築す
るものから構成することが望ましい。 

（４）速やかな情報システム構築を行うため、備えるべきものとしては、 

  ●クラウド化した自治体総合システム（住民基本台帳、税務、国民健康保険、 

   国民年金、介護保険、選挙、就学など）、被災者支援システム 

  ●被災したストレージ、紙などの回収とデータ回復体制 

  ●被災地の拠点からの衛星・携帯・無線を活用したインターネットなど外部への 

   接続ネットワーク、本庁舎・避難所間の連絡システム、本庁舎・支所等の通信 

   ネットワーク、電源車 

  ●上記のシステムを現地で設置、設定し、運用する要員 

  などが想定される。 

（５）震災の教訓を今後に生かすため、国として、被災地自治体の状況を調査、分析し、こ
のような枠組みの検討、整備を行っていただきたい。 

４．２．業務復旧のための枠組みの整備 
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移動基地局 

移動基地局 

インターネット クラウド 

被災地 

市役所 

（災害対策本部） 

避難所 

（学校） 

避難所 

（学校） 

避難所 

（学校） 

避難所 

（市民センターなど） 

●既存の学校、市民センター配置のＰＣを活用。データ通信用カードは事前に配布保管 

●震災直後の通信が錯綜する時は、被災地避難所データ通信用の特定周波数を確保し、その周波数により
移動基地局を経由し、通信が行われることが必要。 

４．３．避難所情報ネットワークの整備 
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  ①震災後、最初は救急救命、応急措置が中心だが、１週間を過ぎると仕事として多
いのは、 

  ・避難所開設・運営・物資配給 

  ・罹災証明書受付・調査・発行 

  ・がれき処分・被災建物解体・撤去 

  ・生活資金貸付・義捐金・生活再建支援金の支給 

  ・仮説住宅建設・募集  

  ・道路、公共施設、上下水道、ガス等の復旧工事 等 

   一時的に多数の職員が必要。 

  

  ②他都市から職員を多数（最大３００名ぐらい）受け入れ、これらの仕事をしていただ
いいている。しかし、派遣元の自治体も行革の影響で、長期間の職員派遣が難しく、
３日～１週間の短期派遣であり、仕事に慣れると戻ってしまうような状態 

 

  ③これらの仕事は、マニュアル化しやすい仕事が多いので、業務全体を支援する情
報システムをＳａａＳ方式でクラウド化し、国が自治体に無料で公開していただきた
い。 

   各自治体において、常時練習し、備えることが可能になり、現地ですぐ仕事ができ
る職員を多くすることが可能になる。 

 

   

４．４．被災者支援システムのＳａａＳ化 
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５．被災地住民にとっての東日本大震災 

特徴 

想定を遥かに超える災害 
 長時間の激しい揺れ 
 防潮堤を無力化した津波 
 原子力事故 
 
 
  
 

長期間の物不足 

長期間に亘る交通手段、通信手段の
喪失 

長期間に亘る電気、上下水道などの
ライフラインの喪失 

避難の長期化、広域化 

戦後最大の被害 
  死者・行方不明者は約２万人、 
  避難者は、当初約４２万人 
  現在約１０万人 
 

雇用や生活再建への不安 

時間による情報に対する主な住民ニーズ 

数日間 ２週間 ２ケ月 ２ケ月以降 

（１）安否情報 
  肉親・近親者の安否確認 
  友人・近隣住人・知人 

（４）罹災証明書、義捐金・支援金、仮設住宅などの生活
再建支援、手続きに関する行政情報 

（３）ガソリン・食品などの生
活情報 

（５）他地域避難者への情報提供 

（６）自治体の復興計画 

（２）道路・公共施設・水道・電気・ 
交通などの被害情報と復旧情報 
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（１）安否情報 
  ①災害に強いとされていた災害伝言ダイヤルやメールの信頼性は、最も必要とされる震災直後の１～２日間あまり高くなかった。 
  →震災直後の災害伝言ダイヤルやメールのサービスレベルを明確にし、それに向けたサービス体制構築 
  ②Google Person Finder、各県警のＨＰ、新聞やＴＶの報道、自治体ＨＰが活用された。 
  →情報源ごとの情報が集約できる枠組みの構築 
 

５．１．住民ニーズに対する実態と課題 

（２）インフラの被害及び復旧状況の情報 
  ①新聞やＴＶの報道及び、自治体ＨＰや各事業者のＨＰが活用された。ガスの復旧情報により、ＨＰアクセスが急増した例も 
  ②信頼性のある正確な情報を、広く伝達するには、ＨＰが有効。 
  →震災時でも稼動し続けるＨＰの構築。 
  →アクセス急増時におけるミラーサイトの活用 
  →メール配信、エリアメールの活用 

（３）生活情報 
  営業している店舗情報などに新聞やＴＶの報道が活用された。口コミやインターネットの情報が活用された。 
  →信頼性のある正確な情報をどのようにして集め、伝達することが可能なのか 

（４）行政情報 
  ①生活再建支援、手続きに関する行政情報の伝達には、新聞やＴＶの報道及び自治体のＨＰが活用された。避難所において 
  は資料の配布、情報の掲示など紙による情報提供が行われた。 
  ②これらの情報を活用するには、面談または電話による相談業務が欠かせない。 
  →情報提供と個別相談の充実。速やかな業務処理 
   

（５）他地域避難者への情報提供 
  自治体ＨＰ、メール配信の活用、避難者情報システムの活用   

（６）自治体復興計画 
  被災者への説明会、有識者による検討会議、自治体ＨＰによる情報提供、パブリックコメントの実施による住民意向の反映と周知   
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６．インターネット利用WG検討項目について 

 ６．１避難所におけるインターネット利用の確保、情報リテラシーの 
    涵養、インターネットによる情報提供について 
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 ６．１．１ 大震災時の避難者について 
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 ６．１．１ 大震災時の避難者について 
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石巻市 避難者割合

南三陸町 避難者割合

県内自治体の避難者割合の推移について

仙台市の避難者数は、最大約１０万人で、避難所は３００箇所以上存在したが、電気や水道
などのインフラ整備が進むとともに急速に減少した。 

宮城県内で避難者数が最大だったのは、石巻市で、住民の約７割、１１万人の方が避難した。
震災１ヶ月後でも、約１割、１万６千人程度の方が避難所で生活していた。 

南三陸町においては、震災１ヶ月後においても、住民の約４割の方が避難所生活を余儀なく
されていた。 

避難所の状況は、自治体ごとに大きく異なっており、大きな負担となった自治体もあった。ま
た、ＩＣＴ担当者が１人という自治体もあり、事業者・団体の皆様には、被災地の状況を十分に
認識した上での、ご支援をお願いしたい。 
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 ６．１．２ 避難者名簿について 

●避難所マニュアルに沿って、３月２０日ごろより避難所において、避難者に記入を依頼し、３月２５日ごろよ
りｅｘｃｅｌファイルにてＨＰ上に公開。手続き、正確さという面では評価されるが、速さという面では課題が
あった。 

●大震災時には事前に準備したことしかできない。被災者は一刻でも速く、家族などの安否確認をしたい。
国、自治体、事業者による速さと手続き、正確さを兼ね備えた対応策の検討が必要と思われる。 
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 ６．１．３ インターネットを活用した情報提供について 

●本市の市政モニターを対象に行った調査では、仕事や生活に関する情報を得るため
の情報源として、２０歳～４９歳ではインターネットを利用するものが最も多かった。し
かし、５０歳以上では、テレビや雑誌などを利用するものが多くなっている。 

●本市の情報提供は、インターネットが中心になっていくと思われるが、市民の多様なメ
ディア利用の状況を勘案すると従来の紙やテレビ、ラジオ、雑誌などの既存マスコミの
活用も継続すると思われる。 

●インターネットサービスにおいて、多機能な新たなサービスが次々と提供されているが、
多数の市民が利用可能なものを活用していくことになると思われる。 

●職員に対して、震災後、どのような手段で市民への情報提供を行ったのかについて、
聞いたところ、約６割の職員は紙での情報提供を行っている。公式ＨＰによる情報提供
を行ったものは、電気が復旧するとともに増え、最初の１週間は約３割、次の週では約
４割となっている。テレビ、新聞、ラジオは２０～３０％の職員が活用した。 

●市役所、区役所、避難所などに集まった多数の市民に対して、情報提供を行う場合、
紙によるものが最も有効であったと想定される。 

●本市の避難所は、約１ヶ月間で約３００箇所から２３箇所へ集約した。集約後のすべて
の避難所では、事業者の協力によりインターネットの利用が可能となった。 

●避難所においては、数百人の被災者が生活しており、個別利用の色彩が強いインター
ネット端末を十分備えることは不可能である。 
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 ６．１．４ ミラーサイトの活用について 

●宮城県及び
仙台市のホー
ムページアク
セス数は、震
災直後急増し
た。ミラーサイ
トの設置は行
わなかったが
が、外部から
のアクセスは
可能であった。 

●仙台市ガス
局ホームペー
ジにおいては、
㈱河北新報社
の協力により、
ミラーサイトを
立ち上げ、利
用者の利便に
供した。 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

仙台市ホームページアクセス数
（件）

7倍に増加 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

仙台市ガス局ホームページアクセス数
（件）

６０倍に増加 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

宮城県ホームページアクセス数
（件）

６倍に増加 



20 

 ６．１．５ ＩＳＮによる自治体と事業者のマッチングについて 
●多くの事業者・団体の皆様の支援により、自治体ＩＣＴの復旧は加速した。 

●しかし、被災地自治体のニーズと支援団体・事業者の歩調が揃わない場合もあった。 

●自治体ニーズに対応した速やかに支援をいただくため、被災地自治体の横のネットワークを構築し、復旧・復興を
推進している。 

●事前の訓練などにおいて連携を予め作っておくことが重要。 
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 ６．１．５ ＩＳＮによる自治体と事業者のマッチングについて 




